
第3節 出産・子育てに関する意識

前節では、若者の結婚に関する意識について見てきたが、ここでは少子化のもう一つの
要因である夫婦の出生力の低下を踏まえつつ、子どもを持つことや子育てについての若者
の意識を見ていくこととする。

	1	 子どもの数の減少
我が国の2012（平成24）年の出生数は約103万7千人であり、死亡数の125万6千人
を21万9千人下回った＊1。出生数は第一次ベビーブーム＊2には約270万人、第二次ベ
ビーブーム＊3には約200万人であったが、1975（昭和50）年には200万人を割り込み、
それ以降減少傾向にある。
2012年の出生数を1980（昭和55）年と比較すると、約54万人減っておよそ3分の2
程度に減少している。2005（平成17）年に出生数が死亡数を下回り、2006（平成18）
年にはわずかに出生数が上回ったものの、2007（平成19）年からは出生数が死亡数を下
回る状況が続いている。

図表2-3-1 出生数及び合計特殊出生率の年次推移

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

出
生
数

（千人）

1947 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010（年）
0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

合
計
特
殊
出
生
率

出生数 合計特殊出生率

・最低の出生数
　1,037,101人
・合計特殊出生率
　1.41（2012年）

第一次ベビーブーム
・最高の出生数
2,696,638人（1949年）

第二次ベビーブーム
・出生数
2,091,983人（1973年）

ひのえうま
1,360,974人
（1966年）

1.57ショック
・合計特殊出生率1.57（1989年）

・最低の合計特殊出生率
　1.26　（2005年）

資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「人口動態統計」

この出生数の減少の要因として、親世代の人口規模の減少や未婚率の上昇などととも
に、夫婦の出生力の低下が影響していると指摘されている。

＊1	 厚生労働省「人口動態統計」（2012年の数値は概数である。）
＊2	 1947～1949年。1945年に太平洋戦争が終結し、1946年に本格化した復員の約1年後から始まる。
＊3	 1971～1974年。団塊世代や戦時中生まれが出産適齢期に達したことで生じた。いわゆる「団塊ジュニア」。
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夫婦の最終的な平均出生子ども数は、夫婦の完結出生児数＊4として把握されている＊5。
完結出生児数は、図表2-3-2のとおり、戦後大きく低下し、1972（昭和47）年に2.20
人となった後は、2002（平成14）年の2.23人まで約30年間にわたって一定水準で安定
していたが、その後、2005年で2.09人へと減少し、2010年（平成22）年にさらに1.96
人へと低下している。この2010年の完結出生児数は、調査対象が1990年代前半に結婚
した層であり、おおむねバブル世代に該当する。

図表2-3-2 夫婦の完結出生児数

4.27 
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「第14回出生動向基本調査（夫婦調査）」（2011年）
（注） 対象は結婚持続期間15～19年の初婚どうしの夫婦（出生子ども数不詳を除く）。各調査の年は調査を実施した年であ

る。

1950（昭和25）年生まれの女性と1965（昭和40）年生まれの女性が45歳までに出
産した子どもの数をアメリカ、フランス、スウェーデンと比較すると、日本、フランス、
スウェーデンが減少傾向にある。日本以外の各国が1965年生まれの女性においてもおお
むね2人程度の水準を維持しているのと比べ、日本においては1965年生まれの女性が出
産した子どもの数は1.71人＊6まで減少している。

＊4	 結婚から15～19年の夫婦の平均出生子ども数。夫婦の最終的な平均出生子ども数とみなされる。
＊5	 国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」
＊6	 OECD Family databaseにおける完結出生率（Completed Fertility Rate （CFR））で算出。CFRはある世代の女性が出産可能年齢が

終了するまでに出産した子どもの数を示しており、OECD Family databaseでは、45歳（一部の国では49歳）を出産可能年齢の終了
としている。このため、前出の出生動向基本調査における「完結出生児数」とは定義が異なる。
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図表2-3-3 女性の完結出生率
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資料：OECD Family databaseに基づき、厚生労働省政策統括官付政策評価官室から三菱総合研究所に委託して作成
（注） フランスは1964年生まれ、日本は1962年生まれの女性の数値

さらに、完結出生児数を結婚時の妻の年齢別にみると、結婚時の妻の年齢が若いほど最
終的に産む子どもの数も多くなっており、この傾向は過去の調査でも一貫している（図表
2-3-4）。

図表2-3-4 結婚時の妻の年齢別にみた夫婦の完結出生児数
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「第14回出生動向基本調査（夫婦調査）」
（注） 対象は結婚持続期間15～19年の初婚どうしの夫婦（出生子ども数不詳は除く）
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次に、夫婦とそのどちらかの母親との同別居の状況別に完結出生児数を見てみると、親
との居住距離が近い夫婦ほど出生する子ども数が多くなる傾向があり、とりわけ同居の場
合は常に子ども数が多いことがわかる。

図表2-3-5 母親との現在における同・近・別居の別にみた完結出生児数
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「第14回出生動向基本調査（夫婦調査）」
（注） 初婚同士の夫婦を対象とする。夫あるいは妻の母親のいずれかが同居、あるいは近居していれば、それぞれのカテゴ

リーに属することとした。同居には、同じ敷地内で別居の場合を含む。近居は、同じ市区町村内で別居している場合。

一方、世帯類型の構成割合をみると、「単身世帯」や「ひとり親と子世帯」は増加して
いるが、「三世代同居世帯」は減少している。
三世代同居の減少やひとり親と子世帯の増加により、子育て支援を家庭外に求めること
がより必要になってきていると言える。

図表2-3-6 世帯類型別構成割合
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）2013年1月推計」より厚生労働省政策統括
官付政策評価官室作成

（注） 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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図表2-3-7 単身世帯と三世代同居の推移
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（2013年1月推計）」
（注） 1. 集計の出発点となる基準人口は、総務省統計局「国勢調査」（2010年）に調整を加えて得たものである。

2. 三世代同居とは、「夫婦と子どもと両親から成る世帯」「夫婦と子どもと片親から成る世帯」を合計したものである。
3.  高齢者単身世帯とは、単身世帯のうち、世帯主の年齢が65歳以上（1960年については世帯主の年齢が70歳以上）

の再掲である。

	2	 理想は2人以上子どもが欲しい
（1）子どもは生きがい・喜び・希望
若者は子どもを持つことについてどのように捉えているのだろうか。
未婚・既婚を問わず子どもを持つことについてどのように考えているか尋ねたとこ
ろ＊7、「子どもがいると生活が楽しく豊かになる」、「生きがい・喜び・希望」、「無償の愛
を捧げる対象」とする回答割合が高く、子育てによる経済的、精神的負担よりも、子ども
は日々の生活を豊かにしてくれ、生きる上での喜びや希望であるという意識が強いことが
うかがえる。

＊7	 厚生労働省「若者の意識に関する調査」（2013年）及び厚生労働省「少子化に関する意識調査」（2004年）
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図表2-3-8 子どもを持つことについての考え方
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9.2

資料：厚生労働省政策統括官付政策評価官室委託「若者の意識に関する調査」（2013年）
（設問）子どもを持つことについての考え方で最も近いものを3つまで選んでください。
（注）「その他」・「特にない」については、掲載を省略している。

図表2-3-9 子どもとはどのような存在か
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資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局「少子化に関する意識調査」（2004年）より厚生労働省政策統括官付政策評価官室
作成

（注） 1.  「あなたにとって子どもとはどのようなものですが。独身の方も、仮定でお答えください。（○は3つまで）」と尋
ねた問に対して回答した人の割合。

2. 選択肢はほかに、「その他」。

さらに、夫婦の理想とする子どもの数を見てみても、理想とする子どもの数（理想子ど
も数）が0人の夫婦の割合は2.7％と少数派である＊8。

＊8	 国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」第14回調査2010年より。妻が40歳未満、結婚後10年未満の初婚同士の夫婦に
ついて算出したもの（理想子ども数が不詳を除く）。図表2-3-11。
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また、子どもがいない、あるいは1人いる25から34歳の妻の場合、約8割がさらなる
出産希望を持っている。子どもが2人いる場合においても、25～29歳の妻では47.5％、
30～34歳の妻では28.3％がさらなる出産希望を持っている（図表2-3-10）。
こうしたことを見ても、子どもを欲しくないと思っている夫婦は少数派であることがわ
かる。

図表2-3-10 既にいる子どもの数別今後の出産希望
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」および鎌田（2013）より厚生労働省政策統括官付政策評価官室
作成

引用文献： 鎌田健司（2013）「30代後半を含めた近年の出産・結婚意向」ワーキングペーパーシリーズ（J）、国立社会保障・
人口問題研究所

（注） 1.  「あなた方ご夫婦は、これから何人子どもを生むつもりですか。」と尋ねた問に対して「（あと）1人生むつもり」、
「（あと）2人生むつもり」、「（あと）3人生むつもり」及び「（あと）4人以上生むつもり」のいずれかを回答した
人数が、妻の年齢層及び夫婦が既に持っている子どもの数ごとの当該総数に占める割合

2. 選択肢はほかに、「（もう）生むつもりはない」
3.  回答した人は、全国の50歳未満、初婚どうしの夫妻の妻6,705人（不詳を除く）。25歳未満はケース数が少ない

ため省略した

（2）理想とする子ども数は2人以上
では、夫婦は何人の子どもを持ちたいと思っているのだろうか。理想子ども数の推移に
ついて見てみたい。
理想子ども数は、1982（昭和57）年時点においては「3人」が最多割合を占めていた
が、2010（平成22）年時点では「2人」が約5割となり逆転している。一方、「0人」や
「1人」を選択する夫婦割合は依然として少数派であるものの、その割合は増加しており、
3人以上を選ぶ夫婦割合は低下が続いている。
理想子ども数の分布の変化を見てみると、全体的により少ない子ども数へと選択が移っ
てきているものの、全ての調査年次において2人以上を選択する夫婦は9割を超えている。
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図表2-3-11 平均理想子ども数の分布

（単位：％）

調査年次
理想子ども数

0人 1人 2人 3人 4人 5人以上
第7回 （1977年） 0.3 3.3 46.4 42.6 6.2 1.4 
第8回 （1982年） 1.3 2.2 41.3 45.2 8.8 1.2 
第9回 （1987年） 1.2 2.2 38.5 48.0 9.5 0.7 
第10回 （1992年） 1.4 3.0 39.0 47.4 8.3 0.8 
第11回 （1997年） 1.9 4.0 47.5 40.0 5.4 1.2 
第12回 （2002年） 1.8 3.9 48.8 38.7 5.9 1.1 
第13回 （2005年） 2.1 3.8 49.3 39.7 4.2 0.7 
第14回 （2010年） 2.7 3.9 49.9 38.5 4.2 0.8 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」より厚生労働省政策統括官付政策評価官室作成。
（注） 各調査毎に妻の年齢について39歳以下を抽出し作成している。

また、ほしい子どもの人数を5か国で比較したところ、どの国でも2～3人と答えた割
合が多く、7～8割を占めている。しかし、韓国、アメリカでは1人の割合が日本の2倍
となっている。また、日本では4人以上と答えた人の割合が5％程度であるのに対して、
アメリカ、フランス、スウェーデンでは4人以上の割合が1割近くとなっている。

図表2-3-12 ほしい子どもの人数

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（%）

1人 2人 3人 4人 5人以上 子どもは欲しくない わからない

日本
（平均2.3人）

韓国
（平均2.2人）

アメリカ
（平均2.3人）

フランス
（平均2.4人）

スウェ－デン
（平均2.4人）

資料：内閣府「少子化社会に関する国際意識調査報告書」より厚生労働省政策統括官付政策評価官室作成
（注） 1.  「あなたは、全部で何人の子どもを欲しいですか。すでにお子さんがいる場合には、そのお子さんも含めてお答え

ください。」と尋ねた問に対して答えた人の割合。
2. 調査対象者：20～49歳までの男女、各国約1,000人。
3. 調査時期：2010年10～12月

結婚当初の妻の理想子ども数は、実際どの程度実現されるのだろうか。図表2-3-13は、
同一個人（有配偶者女性）に、2002（平成14）年時点に尋ねた理想子ども数＊9と9年後

＊9	 出生動向基本調査では「理想的な子ども数」を質問し、出生児縦断調査では「子どもは全部で何人欲しいですか」と質問している。これ
を踏まえ、各調査報告書ではそれぞれ「理想の子ども数」、「希望する子ども数」という表現を用いているが、ここでは読みやすさを考慮
して「理想の子ども数」に用語を統一して記述している。
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の2011（平成23）年時点で実際に産んだ子どもの数の差をもとに、理想を超えた子ども
数を持ったグループ、理想と同じ数の子どもを持ったグループ、理想よりも少ない子ども
数に留まったグループに分けてそれぞれの構成割合を示している。
これによると、どの年齢階級においても、理想子ども数と同じかそれ以上の子どもを産
んでいる女性は7割程度ということが分かる。

図表2-3-13 理想子ども数の実現割合

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（%）

20-24歳

25-29歳

30-34歳

第
1
回
調
査
時
の
年
齢

第1回理想子ども数＞第10回子ども数
第1回理想子ども数＝第10回子ども数
第1回理想子ども数＜第10回子ども数

26.0

16.3

7.1

40.3

57.3

61.9

33.8

26.4

31.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（%）

総数

理想子ども数と同じかそれ以上の子どもを生んだ割合

10.4 59.8 29.8

理想子ども数の実現割合

資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「21世紀出生児縦断調査及び21世紀成年者縦断調査特別報告（10年分のデータより）」
より厚生労働省政策統括官付政策評価官室作成。

（注） 1. 第10回調査時点における実現割合である。
2. 第1回～第10回調査まで有配偶であった女性が対象。
3. 第1回調査時の理想子ども数の分布は、4人以上：3.2％、3人：33.3％、2人：54.5％、1人：7.7％、0人：1.3％。

	3	 理想の子ども数実現への課題　～経済的な理由と年齢・身体的な理由～
（1）全体としては経済的な理由が最も多い
理想とする子どもの数を実現できない理由は何なのだろうか。
国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」によると、その理由として最も多
いのは「子育てや教育にお金がかかりすぎるから」であり、6割以上がこの理由を選択し
ている（図表2-3-14）。とりわけ、妻の年齢が30歳未満の若い世代では8割以上に上っ
ている。
また、30歳未満では、それ以上の年代に比べて、「自分や夫婦の生活を大切にしたいか
ら」との回答が多い傾向にある。一方、30歳代になると、「欲しいけれどもできない」「高
年齢で生むのはいやだから」といった年齢・身体的理由の選択率が高くなっている。さら
には、「これ以上育児の心理的・肉体的負担に耐えられないから」という回答も比較的多
くなっている。
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図表2-3-14 理想の子ども数を持たない理由（妻の年齢別）

（単位：％）

妻
の
年
齢

理想の子ども数を持たない理由（複数回答）

経済的理由 年齢・身体的理由 育児
負担 夫に関する理由 その他

子
育
て
や
教
育
に
お
金
が
か
か
り
す
ぎ

る
か
ら

自
分
の
仕
事
（
勤
め
や
家
業
）
に
差
し

支
え
る
か
ら

家
が
狭
い
か
ら

高
年
齢
で
生
む
の
は
い
や
だ
か
ら

欲
し
い
け
れ
ど
も
で
き
な
い
か
ら

健
康
上
の
理
由
か
ら

こ
れ
以
上
、
育
児
の
心
理
的
、
肉
体
的

負
担
に
耐
え
ら
れ
な
い
か
ら

夫
の
家
事
・
育
児
へ
の
協
力
が
得
ら
れ

な
い
か
ら

一
番
末
の
子
が
夫
の
定
年
退
職
ま
で
に

成
人
し
て
ほ
し
い
か
ら

夫
が
望
ま
な
い
か
ら

子
ど
も
が
の
び
の
び
育
つ
社
会
環
境
で

は
な
い
か
ら

自
分
や
夫
婦
の
生
活
を
大
切
に
し
た
い

か
ら

30歳未満 83.3 21.1 18.9 3.3 3.3 5.6 10.0 12.2 5.6 4.4 7.8 11.1 
30～34歳 76.0 17.2 18.9 13.3 12.9 15.5 21.0 13.3 4.3 9.9 9.9 7.3 
35～39歳 69.0 19.5 16.0 27.2 16.4 15.0 21.0 11.6 6.9 8.9 8.1 7.5 
40～49歳 50.3 14.9 9.9 47.3 23.8 22.5 15.4 9.9 10.2 6.2 6.1 3.7 
合計 60.4 16.8 13.2 35.1 19.3 18.6 17.4 10.9 8.3 7.4 7.2 5.6 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「第14回出生動向基本調査（2010年）」
（注） 1．対象は予定子ども数が理想子ども数を下回る初婚どうしの夫婦。

2．予定子ども数が理想子ども数を下回る夫婦の割合は32.7%。

（2）妻の年齢が30歳未満は「経済的理由」、35歳以上は「年齢・身体的理由」
理想と現実との差がどのような要因で生じているのかをさらに見るために、今後1人以
上の子ども産むつもりの夫婦に、その実現可能性の高さと、実現できないとしたときに考
えられる理由について質問した結果が図表2-3-15である。
まず、持つつもりの子ども数を実現できるだろう、と考える夫婦は妻の年齢が30歳未
満でも2割に満たず、理想を確実に実現できると考えている夫婦は少ない。
実現できない理由としては、妻が30歳未満の層では4割以上が「収入が不安定なこと」
を挙げている。また、妻が35～39歳の夫婦では6割以上が「年齢や健康上の理由で子ど
もができない」ことを挙げている。
ここでも、妻の年齢が30歳未満は「経済的理由」、35歳以上は「年齢・身体的理由」
が課題となっていることが表れている。
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図表2-3-15 追加の子どもを実現できない理由（妻の年齢別）

（単位：％）

妻
の
年
齢

追
加
の
子
ど
も
数
を
実
現

で
き
な
い
可
能
性
は
低
い

追加の子どもを実現できない場合の理由（複数回答）

不
詳

収
入
が
不
安
定
な
こ
と

自
分
の
夫
の
仕
事
の
事
情

家
事
・
育
児
の
協
力
者
が

い
な
い
こ
と

保
育
所
な
ど
子
ど
も
の

預
け
先
が
な
い
こ
と

今
い
る
子
ど
も
に

手
が
か
か
る
こ
と

年
齢
や
健
康
上
の
理
由
で

子
ど
も
が
で
き
な
い
こ
と

30歳未満 18.5 43.6 19.7 10.5 14.6 12.4 18.9 6.7 
30～34歳 13.9 27.6 22.1 12.9 14.9 10.0 39.7 8.5 
35～39歳 9.8 21.6 18.5 10.3 9.8 7.7 62.4 8.2 
40歳以上 6.7 20.2 16.0 10.1 4.2 4.2 75.6 5.9 
合計 13.8 30.5 20.0 11.3 12.7 9.7 41.6 7.8 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」および鎌田（2013）より厚生労働省政策統括官付政策評価官室
作成

引用文献： 鎌田健司（2013）「30代後半を含めた近年の出産・結婚意向」ワーキングペーパーシリーズ（J）, 国立社会保障・
人口問題研究所

（注） 対象は追加予定子ども数が1人以上の初婚どうしの夫婦。
（設問） 「今後持つおつもりのお子さんの数が、もし結果的に持てないことがあるとしたら、その原因は何である可能性が高

いですか。」

（3）1～2人目の壁は「年齢・身体的理由」、3人目の壁は「経済的理由」
次に、理想の子ども数別に、理想を実現できない理由を見てみると、理想子ども数を3
人以上としている夫婦では、理想を実現できない理由として「お金がかかりすぎる」「家が
狭い」といった経済的理由を挙げる割合が高い。一方、理想が2人以下の場合には、「高
齢だから」「欲しいけれどもできないから」など、年齢・身体的理由が多く挙げられている。

図表2-3-16 理想子ども数別にみた、理想の子ども数を持たない理由

（単位：％）
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理想子ども数
2人 40.0 13.1 6.0 38.0 35.7 22.5 12.7 9.8 4.8 7.2 5.0 5.4 

理想子ども数
3人以上 68.2 18.2 15.9 33.9 13.1 17.2 19.3 11.3 9.6 7.4 8.1 5.6 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」および鎌田（2013）より厚生労働省政策統括官付政策評価官室
作成

引用文献： 鎌田健司（2013）「30代後半を含めた近年の出産・結婚意向」ワーキングペーパーシリーズ（J）, 国立社会保障・
人口問題研究所
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	4	 子育て世代の収入の減少
理想の子ども数実現への課題として経済的な理由が大きいことを確認したが、子育て世
代の雇用者の所得はどうなっているのだろうか。
まず、若者の雇用形態の割合の変化を示したものが図表2-3-17である。年齢階級別に

非正規雇用＊10比率の時系列推移を見ると、どの年齢層においても上昇傾向が見られる。
特に若年層ほど大きく上昇して子育て世代の25～34歳層や35～44歳層においても、バ
ブル崩壊後の1990年代半ばから2000年代の初めにかけて大きく上昇している。子育て
世代の雇用者に占める非正規雇用の労働者の割合は大きくなっている。

図表2-3-17 年齢階級別非正規雇用比率の推移

女性15～24歳（在学中を除く）
男性15～24歳（在学中を除く） 男性25～34歳 男性35～44歳

女性25～34歳 女性35～44歳

1985 1990 1995 2000 2005 2010 2012（年）
0

10

20

30

40

50

60
（%）

資料：総務省統計局「労働力調査特別調査（2月調査）」「労働力調査（詳細集計）」より厚生労働省政策統括官付政策評価官
室作成

（注） 2001年までは各年2月の値で、2002年以降は年平均値。2011年は被災3県を除く全国の値。

次に、正規雇用の労働者の年収を男女別に見ると、男女計では1997（平成9）年の
503.1万円をピークに緩やかな減少傾向を示し、2011（平成23）年、2012（平成24）
年と増加したものの2012年は1997年と比べると6.0％減の472.7万円となっている。
このうち、男性では2012年の年収が1997年から7.9％減の529.7万円となる一方、女
性では1997年から4.3％増の354.7万円となっている。
また、年齢階級別の年収の推移をみると、2000年代に入り、30歳代で減少傾向が目
立っている。

＊10	パート・アルバイト、派遣社員、契約社員・嘱託
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図表2-3-18 男女別・年齢別正規雇用の労働者の年収の推移
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資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「賃金構造基本統計調査」より厚生労働省政策統括官付政策評価官室作成
（注） 1. 「年収＝きまって支給する現金給与額（毎年6月の額）×12＋前年1年間の年間賞与その他特別給与額」。

2. 調査結果は企業規模10人以上。

また、正規雇用の労働者及びそれ以外の年収水準を比較すると、男女計の正規雇用の労
働者の年収を100とした場合、非正規雇用の労働者は5割前後の年収水準となっている。
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図表2-3-19 雇用形態別にみた年収比較
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正規雇用の労働者 非正規雇用の労働者

男女計
男性
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100

54

109

61

77

46

資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「賃金構造基本統計調査」（2012年）より厚生労働省政策統括官付政策評価官室作成
（注） 1. 正規雇用の労働者は正社員・正職員、非正規雇用の労働者は正社員・正職員以外の者。

2.  年収は、「きまって支給する現金給与額（毎年6月の値）×12＋前年1年間の年間賞与その他特別給与額」として
計算。

3. 調査結果は企業規模10人以上。

子どもを育てる費用が大きく減少しているとは考えにくく、若者男性の非正規雇用の労
働者割合の増加や所得の減少によって、子育て世代は共働き等の何らの手段によって、世
帯としての収入の増加を図らなければならない状況にあると言える。

	5	 晩婚化に伴う夫婦の出生力の低下
（1）夫婦の出生力の低下
第2節で見たように、晩婚化の進展と、第1子の出産年齢の上昇が続いている。第1子
を出産したときの母の平均年齢の推移を見ると、1980（昭和55）年の26.4歳から2012
（平成24）年には30.3歳へと着実に高まっている。
さらに、母の年齢層別の第1子出生数を見ると、20歳代の出生数の減少が続いている
一方で、30～34歳の出生数は緩やかな増加傾向となっている（図表2-3-20）。また、医
学的には30歳代後半から出産に伴うリスクが高くなると言われているが、35～39歳に
おける出生数も上昇傾向にあり、第1子出生数全体に占めるその割合は1980年の1.9％
から2012年には15.9％にまで上昇＊11している。
全出生数の98％が婚姻関係にある男女の間で生まれていることを考えると、晩婚化は
出産（初産）年齢の上昇に大きく影響していると言える。

＊11	厚生労働省大臣官房統計情報部「人口動態統計」
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図表2-3-20 第１子の出生数の推移（母の年齢層別）
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1970 1995 2006 （年）2012

資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「人口動態統計」
（注） 1.  母の年齢層別の出生数のうち、出生順位（同じ母親がこれまでに生んだ出生子の総数について数えた順序）が第1

子となる子の出生数。
2. 2012年の数値は、概数である。

また、妻の結婚年齢別でみた出産パターンによると、おおむねどの結婚年齢において
も、結婚後1～2年の間くらいに第1子を出産している。そして、第2子、第3子の出産
は、35歳未満で結婚した妻においては2～3年の間隔となっているが、35歳以上の年齢
で結婚した妻においては出産間隔が短くなっている（図表2-3-21）。晩婚化に伴って第1
子の出生年齢が上がり、第3子出生までの期間が短くなっていることがわかる。
さらに、出生子ども数と結婚年齢の関係を示したものが図表2-3-22である。これを見
ると、平均出生子ども数は、夫婦の結婚年齢が高いほど少ない傾向があることがわかる。
例えば、結婚持続期間15～19年で見ると、妻の結婚年齢が20～24歳の夫婦では平均出
生子ども数が2.08人であるのに対して、25～29歳では1.92人、30～34歳では1.50人
となっている。結婚年齢の上昇は、夫婦の平均出生子ども数を低下させていることがわか
る。
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図表2-3-21 出生順位別ごとに見た平均出生年齢（妻の結婚年齢別）
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第1子
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「第14回出生動向基本調査（2010年）」
（注） 1. 妻の結婚年齢ごとに、出生順位別の母の平均出産年齢を示したもの。

2. 出生順位（第1子、第2子、第3子）とは、同じ母親がこれまでに生んだ出生子の総数について数えた順序による。
3. 妻の結婚年齢不詳は除く。

図表2-3-22 夫婦の結婚年齢別にみた、結婚持続期間別、平均出生子ども数
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「第14回出生動向基本調査」
（注） 対象は初婚どうしの夫婦（出生子ども数不詳を除く）。
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結婚や子育てなどを含む、個人が生まれて
から死ぬまでの人生の軌道（ライフコース）
はどのように変化したのだろうか。

長寿化
平均寿命の違いでライフコースの様相は異

なる。1950（昭和25）年には女性の平均
寿命が60年を超え（61.5年）、男性も翌年
60年を超えた。その後も平均寿命は延び続
け、1980（昭和55）年では男性73.35年、
女性78.76年となり、2011（平成23）年
は東日本大震災による死亡者数の増加等によ
り前年より平均寿命が下がったものの、男性
79.44年、女性85.90年であり、世界最高
の長寿国の一つとなっている。

このため、子どもを育て上げ、定年を迎え
た後の老後の期間が長くなってきている。

多様化
伝統的な社会においては、個人がどのよう

な人生を歩むかを自由に考える余地は少な
く、身分や社会階層、性別その他の属性に

よってライフコースのモデルが決められてい
た。伝統的枠組みによる社会規範や社会制度
が人々の一生を枠付けていた。

工業化が進む中で、身分的な制約が取り払
われ、自由度が高まるとともに、1960年代
には、学校への入学、卒業、就職、結婚、子
育て、退職などのイベントを順次通過してい
くライフコースが標準化し、1990年代の中
盤まで続いた。

1980年代以降、製造業からサービス産業
への移行による働き方の変化、女性労働力へ
の需要の高まり、晩婚化や非婚化の進展と
いった社会経済環境の変化は、ライフコース
に大きな変化をもたらした。

2000年代に入ると、若年層において非正
規雇用に従事する人々、離職・転職する人々
が増加するとともに、非婚化も加速化し、ラ
イフコースパターンの多様化が本格的に始
まった。

人生の道筋が決まり切った一本だけでなく、
多数の枝に分かれ、人によりさまざまな人生
の道筋を辿るようになっているといえる。

ライフコースの変容コラム

年代別の平均的なライフサイクルとその分化
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（2）年齢と出産リスク等
医学的には男性、女性ともに妊娠・出産には適した年齢があることが指摘されており、
30歳代半ば頃から、年齢が上がるにつれて様々なリスクが相対的に高くなるとともに、
出産に至る確率が低くなっていくことが指摘されている。
男性の精子は思春期以降1日に数千万個作られ、日々、新しい精子が生まれるが、女性
の卵子は、出生後新たに作られることはなく、加齢とともに質、量ともに低下する（図表
2-3-23）。このため、女性の自然に妊娠する力は30歳頃から低下する。さらに、35歳前
後からは流産率も上昇するほか、妊娠高血圧症候群、前置胎盤の母体と胎児に与えるリス
クなど、妊娠・出産のリスクも高くなる。また、男性も加齢とともに妊娠率が低下するこ
とが指摘されている。
年齢を重ねても若々しさを保つ人が増えていたり、高齢出産のニュースに触れるなどす
ると「いつでも子どもは持てる」と思う人もいるかもしれないが、年齢が上がると、妊
娠・出産に関するリスクが上昇するとともに、妊娠しにくくなることが医学的にも明らか
になってきている。

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

男性

1980年生まれ
（79万人）

2000年生まれ
（62万人）

1950年生まれ
（110万人）

女性

1950年生まれ
（109万人）

1980年生まれ
（77万人）

2000年生まれ
（59万人）

単身
（29.5%）
夫婦のみ
（12.6%）
親と子供
（57.9%）

単身
（40.0%）
夫婦のみ
（10.8%）
親と子供
（49.2%）

単身
（12.6%）
夫婦のみ
（6.9%）
親と子供
（80.5%）

単身
（5.8%）
夫婦のみ
（7.5%）
親と子供
（86.7%）

単身
（22.6%）
夫婦のみ
（13.8%）
親と子供
（63.6%）

単身
（30.0%）
夫婦のみ
（12.6%）
親と子供
（57.4%）

就学
前 学業

6

就業

18

就業・養育

28

3131
756053

老後（子育後）
就業

2929

第1子誕生結婚 第2子誕生 第2子大卒

第1子誕生結婚 第2子誕生 第2子大卒

第1子誕生結婚 第2子誕生 第2子大卒

第1子誕生結婚 第2子誕生 第2子大卒

第1子誕生結婚 第2子誕生 第2子大卒

第1子誕生結婚 第2子誕生 第2子大卒

就学
前 学業

6

就業

22 31

33 35 就業・養育 老後
6557

（子育後）
就業

80

就学
前 学業 就業

6 22 32

老後就業・養育
83

3436
6558

（子育後）
就業

就学
前 学業 就業

6

老後 単身
期間就業・養育

18 25
6051

2629

7975
（子育後）
就業

就学
前 学業 就業

6 22 29

老後就業・養育 単身
期間

79
3032 54 65 87

（子育後）
就業

就学
前 学業 就業

6 22 32

老後就業・養育

65 82
単身
期間

9057
3335 （子育後）

就業

（出典）国土交通省「国土交通白書（平成24年度）」
（注）   1.  人口：当該年の国勢調査、定年：現行年金制度の給付開始年齢、死亡：国立社会保障・人口問題研究所「日

本の将来推計人口（平成24年1月推計）」における男女年齢別将来生命表の中位仮定（30歳の平均余命）、
同「日本の世帯数の将来推計（平成25年1月推計）」のほか、以下の前提をもとに推計
・就学期間：大学・大学院の進学率の推移等をもとに仮定、結婚：平均初婚年齢の推移から回帰して仮定、

出産（第1・2子誕生）：女性の第1・2子の出産時平均年齢の推移から回帰して仮定
2. 図中の各ライフサイクルの人口数は、以下の前提をもとに概ね算定し、帯の幅に反映

・生涯未婚：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集（2010年版）」、「日本の世帯数の将来推計
（平成25年1月推計）」における45～49歳と50～54歳の未婚率の平均に30歳人口を乗じて仮定、夫婦
のみ： 「日本の世帯数の将来推計（平成25年1月推計）」から、夫婦のみの世帯数総数（30～34歳、35
～39歳、40～44歳階級の合計）の割合を算出し、30歳人口を乗じて仮定、親と子：「日本の世帯数の将
来推計（平成25年1月推計）」から、夫婦と子、ひとり親と子の世帯数総数（30～34歳、35～39歳、
40～44歳階級の合計）の割合を算出し、30歳人口を乗じて仮定
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図表2-3-23 女性の年齢の変化による卵子の数の変化
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資料：Baker TG(1972) Gametogenesis, Acta Endocrinol Sullpl 166;18-42

図表2-3-24 不妊治療における年齢別の出産率と流産率
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資料：日本産科婦人科学会2010年データをもとに厚生労働省政策統括官付政策評価官室作成

このような妊娠と年齢の関係について知っているかについて質問した結果が図表2-3-
25である。およそ3割は「知らない」「聞いたことがあるがよく知らない」と回答してい
る。
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図表2-3-25 妊娠と年齢の関係について

知らない
6.9%

知っている
68.8%

聞いたことがあるが、
よく知らない
24.3%

資料：厚生労働省政策統括官付政策評価官室委託「若者の意識に関する調査」（2013年）
（設問）妊娠と年齢の関係では、男女ともに年齢が高くなるほど妊娠する確率が下がることや、妊婦の年齢が高くなるほど自

然流産率が高くなること、妊娠中の異常（産科合併症）の発症頻度が高くなること、子どもの染色体異常のリスクが
高くなることなどが分かっています。このような妊娠と年齢の関係についてご存じですか。当てはまるもの一つを選
択してください。

また、「知っている」と答えた者にその情報の入手方法を聞いたところ、「テレビ、イン
ターネット、雑誌など」といったマスメディアを利用した割合が約7割を占め、「学校か
ら」「医療関係者から」「家族や友人から」がそれぞれ10％程度となっている。得られた情
報の具体的内容まではわからないが、情報の具体性や正確性にはばらつきがあるものと推
測される。

図表2-3-26 妊娠と年齢の関係に係る情報の入手方法

医師や看護師等の
医療従事者から

9.7%

その他
1.4%

学校で
10.4%

家族や友人から
10.7%

テレビ、インターネット、
雑誌などから
67.8%

資料：厚生労働省政策統括官付政策評価官室委託「若者の意識に関する調査」（2013年）
（設問）前問で「知っている」と答えた方にお聞きします。どのようにしてお知りになりましたか。
（前問）妊娠と年齢の関係では、男女ともに年齢が高くなるほど妊娠する確率が下がることや、妊婦の年齢が高くなるほど自

然流産率が高くなること、妊娠中の異常（産科合併症）の発症頻度が高くなること、子どもの染色体異常のリスクが
高くなることなどが分かっています。このような妊娠と年齢の関係についてご存じですか。当てはまるもの一つを選
択してください。

108 平成25年版　厚生労働白書

多
様
化
す
る
ラ
イ
フ
コ
ー
ス

第
2
章

厚労25_1部02章3節.indd   108 2019/07/17   10:43:50



さらに、子どもを産むとすれば、遅くとも女性が何歳になるまでに最初の出産を迎える
べきだと考えているかという質問に対しては、25～30歳と考えている割合が約40％と最
も多く、次いで30～35歳が約30％と続いており、約70％は25～35歳のうちに初産を
迎えるべきだと回答している。一方で、約8％は高齢出産でリスクが高くなるとされる
35歳以上と回答している。

図表2-3-27 子どもを産むとすれば、遅くとも女性が何歳になるまでに最初の出産を迎えるべきと考えているか

20歳未満0.4%

20～25歳未満
9.8%

25～30歳未満
41.9%30～35歳未満

31.1%

35～ 40歳未満
7.6%

40～45歳未満0.7%
45歳以上0.0%

決めていない・
わからない
8.5%

資料：厚生労働省政策統括官付政策評価官室委託「若者の意識に関する調査」（2013年）
（設問）自分の人生設計上、子どもをもうけるとすれば、遅くとも女性が何歳になるまでに最初の出産を迎えるべきと考えて

いますか。（既に子どものいる方は、子どもが生まれる前にどのように考えていましたか。）

（3）実際に子どもを持った場合、もっと早いうちに欲しかったと思う人が多い
子どもを持っている夫婦に対して、「実際に第1子が生まれた時の年齢」と「第1子を
産むのに望ましいと思う年齢」を質問した調査結果によると、20歳代後半に子どもに恵
まれた人でも、男性の約半数、女性の7割近くが実際に第1子が生まれた年齢よりも早い
年齢が望ましいと回答している。晩婚化が進み、女性の平均出生時年齢は上昇している
が、実際に子どもを持ってみると、もっと若いうちに欲しかったと思う人が多いようであ
る。
第1子を持つ年齢の理想と現実にギャップが生じていることも、実際の子ども数が理想
の子ども数より少ないという結果につながっているものと考えられる。
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図表2-3-28 第１子が実際に生まれた時の年齢と、第１子を産むのに望ましいと思う年齢の関係

88.2

84.2

51.7

21.7

11.8

13.0

25.8

17.0

0.0

2.8

22.5

61.3

もっと早く産めばよかった
（理想の年齢<実際の年齢）

理想の年齢＝実際の年齢 もっと遅く産めばよかった
（理想の年齢>実際の年齢）

96.2

93.9

67.0

31.4

1.9

4.2

20.2

22.0

1.9

1.8

12.8

46.6

30歳代後半

30歳代前半

20歳代後半

第1子出生時
20歳代前半

【男性】

30歳代後半

30歳代前半

20歳代後半

第1子出生時
20歳代前半

【女性】

資料：明治安田生活福祉研究所「第７回結婚・出産に関する調査」

20歳代や30歳代は、仕事を始めたり、家庭を持ったり、社会の中で自分の役割が充実
する重要な時期でもある。妊娠・出産等に関する知識を持った上で、自分のライフプラン
を考えていくことが重要である。

不妊を心配したことがある夫婦の割合は、
2010（平成22）年時点で31.1％と、2005

（平成17）年時点と比べて5ポイント増加し
ている。子どものいない夫婦に限定すると、
この割合は52.2％にのぼる。

また、実際に不妊の検査や治療を受けたこ
とがある夫婦は全体で16.4％、子どものい
ない夫婦では28.6％であった。

不妊を心配したり、検査や治療経験のある
夫婦の割合は、近年増加傾向にある。結婚後
15～19年の夫婦でみると、不妊を心配した
経験のある割合は、2002（平成14）年の
20.0％から、2005（平成17）年の21.7％
を経て、2010（平成22）年には27.6％と
なっている。また、検査や治療の経験がある
割合も増加傾向にある。

不妊についてコラム
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子どもの有無・妻の年齢別にみた、不妊についての心配と治療経験

子どもの有無 
妻の年齢

不妊の心配・治療経験

（不妊を）心
配したことは

ない

心配した
ことがあ
る

不詳（ 再 掲 ）
現在心配
している

医療機関
にかかっ
たことは
ない

検査や治
療を受け
たことが
ある

不詳（ 再 掲 ）
現在受け
ている

総数

総数 59.4 % 31.1 5.5 14.5 16.4 1.5 0.2 9.5 
20～29歳 65.3 28.1 10.6 17.8 10.1 2.6 0.2 6.6 
30～39歳 56.7 36.5 8.2 18.3 17.8 2.3 0.3 6.9 
40～49歳 60.7 26.8 1.9 10.4 16.3 0.5 0.1 12.5 

子どものいない
夫婦

総数 40.6 52.2 26.8 23.3 28.6 8.4 0.3 7.2 
20～29歳 50.0 44.3 24.7 27.3 17.0 7.2 0.0 5.7 
30～39歳 41.2 52.5 34.3 25.8 26.0 10.8 0.7 6.3 
40～49歳 32.2 57.8 15.1 15.9 41.9 5.0 0.0 10.1 

子ども１人の 
夫婦

総数 51.4 42.5 7.3 18.4 23.9 1.5 0.2 6.1 
20～29歳 69.6 24.4 6.4 15.2 8.8 0.8 0.4 6.0 
30～39歳 48.0 46.7 10.2 22.2 24.2 2.2 0.3 5.3 
40～49歳 47.2 45.6 3.5 14.5 31.0 0.8 0.0 7.3 

第13回調査
総数 63.8 25.8 4.0 12.1 13.4 1.2 0.4 10.4 

子いない 49.0 44.7 22.4 19.6 24.3 6.8 0.8 6.3 

第12回調査
総数 58.3 26.1 4.8 13.0 12.7 1.2 0.4 15.6 

子いない 41.2 48.2 26.3 21.7 25.5 7.5 1.0 10.6 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「第14回出生動向基本調査（2010年）」
（注） 対象は初婚どうしの夫婦。妻20歳未満の夫婦については、掲載を省略している。ただし、総数にはこれを含む。

不妊について心配したことのある夫婦の割合と治療経験（調査・結婚持続期間別）

0

10

20

30

40

50
（％）

不
妊
を
心
配
し
た
こ
と
の
あ
る
割
合

第12回
（2003年）

第13回
（2006年）

第14回
（2011年）

第12回
（2003年）

第13回
（2006年）

第14回
（2011年）

第12回
（2003年）

第13回
（2006年）

第14回
（2011年）

第12回
（2003年）

第13回
（2006年）

第14回
（2011年）

第12回
（2003年）

第13回
（2006年）

第14回
（2011年）

0～4年 5～9年 10～14年 15～19年
総数 結婚持続期間

治療中
過去治療経験あり
治療経験不詳
治療経験なし

1.2

11.5

0.5

13.0

26.1

1.3

12.1

0.4

12.1

25.8

1.5

14.9

0.2

14.5

31.1

3.3

7.5

1.1

21.8

33.7

3.8

8.1

0.7

17.5

30.0

4.6

9.8

0.4

22.7

37.4

2.0

14.6

0.5

17.6

34.7

2.1

12.7

0.3

15.8

31.0

2.6

16.8

0.2

19.1

38.7

0.5

15.9

0.2

11.5

27.9

0.4

15.6

0.3

12.4

28.7

0.7

18.7

0.3

13.5

33.1

0.0

12.1

0.2

7.6
20.0

0.2

12.6

0.1

8.9

21.7

0.1

16.4

0.1

11.1

27.6

資料：国立社会保障・人口問題研究所「第14回出生動向基本調査（2010年）」
（注） 対象は初婚どうしの夫婦。
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	6	 保育サービスと男性の育児参加
子育てで最も大変な時期はいつ頃だと思うかについて質問したところ、「幼児（およそ
1歳～小学校就学まで）」が33％と最も多く、次いで「乳児（およそ出生～1歳未満）」
28％となっており、合計すると、約6割が出生から小学校就学までが最も大変だと回答
している。

図表2-3-29 子育てで最も大変な時期はいつ頃か

乳児（およそ出生～
1歳未満）
28.1%

幼児（およそ1歳～
小学校就学まで）

32.8%

小学生
6.9%

中学・高校生
26.5%

大学生
5.1%

学校卒業以降
0.7%

資料：厚生労働省政策統括官付政策評価官室委託「若者の意識に関する調査」（2013年）
（設問）子育てで最も大変な時期はいつ頃だとお考えですか？（子どもがいらっしゃる方は実体験に基づいてお答え下さい。）

（1）夫婦間でのコミュニケーションが大切
就学前の子を持つ親は、どのような保育サービスを利用しているのだろうか。
6歳以下の子を持つ親に対して、主に利用している施設を尋ねたところ、母親が就業し
ている場合、2歳までは約8割が保育所などの施設を利用しており、3～6歳では9割以上
が保育所や幼稚園を利用していた。
保育施設を選んだ時に重視したことを見てみると、母親が就業している場合、専業主婦
と比べて「自宅から近い」「利用時間が長い・延長が可能」「入所・入園時期に融通がきく」
「職場に近い」「小さい年齢から預けることができる」といった、仕事と育児の両立に必要
な要素が多く選択されている。
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図表2-3-30 第１子が就学前に利用している（していた）施設

母親が専業主婦

母親が派遣社員・パート等

母親が正社員・公務員等

0～2歳全体

第1子の年齢：0～2歳

母親が専業主婦

母親が派遣社員・パート等

母親が正社員・公務員等

3～6歳全体

第1子の年齢：3～6歳

44.4

81.9

56.7

55.6

26.8

18.1

43.3

（％）

73.2

76.7

30.0

28.9

60.4

9.8

65.0

62.2

28.8

1.0

1.7

4.4

2.2

0.5

0.0

0.0

0.3

11.9

3.3

4.4

8.4

（％）

保育ママ（家庭的保育）など上記以外の施設
幼稚園 認可保育所 認可外保育所

施設は利用せず自宅で育てた

保育所等の施設を利用 施設は利用せず自宅で育てた

資料：明治安田生活福祉研究所「第7回結婚・出産に関する調査」

図表2-3-31 保育施設を選ぶ時に重視したこと

母親が正社員・公務員等 母親が派遣社員・パート等 母親が専業主婦

0

自宅
から
近い

地域
での
評判
がい
い

利用
時間
が長
い・
延長
が可
能

利用
料が
安い

保育
・教
育方
針が
親の
考え
と合
って
いる

スタ
ッフ
の子
ども
への
接し
方が
いい

給食
があ
る

入所
・入
園時
期に
融通
がき
く

職場
が近
い

小さ
い年
齢か
ら預
ける
こと
がで
きる

10

20

30

40

50

60

70

80

90
（％）

82.9

24.3
28.8

10.8
7.2

10.8 8.1
15.3

20.7
13.5

75.0

29.5
25.0

9.1 8.0

17.0 14.8

6.8

17.0
11.4

66.8

29.6

17.2
21.2 19.7 19.0

13.1
6.6

1.8 2.6

資料：明治安田生活福祉研究所「第7回結婚・出産に関する調査」
（注） 回答は3つまで。第1子が0～6歳の母親を対象。
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次に、より充実させて欲しい保育サービスを尋ねたところ、妻が働いている男性の4～
5割、働いている女性の5～6割が「子どもが病気の時でも利用できる」を挙げている。
病気の子どもを預かる施設はまだ少なく、共働きの夫婦は子どもが病気の時の預け先に苦
労していることがうかがえる。
「入所・入園時期に融通がきく」は、正社員等の女性の3割が選んでおり、産休・育休
から仕事に復帰するうえでは重要なポイントであると言える。一方で、派遣社員・パート
等の女性は約1割にとどまっており、勤務先の制度の有無のみではなく、職場の雰囲気な
ど、育児休暇の取得し易さは就労形態によって違っていることが見てとれる。
また、「利用時間の延長」については正社員等の割合は高いが、派遣社員・パート等の
割合は低くなっており、後者の場合、短時間の仕事や比較的残業が少ない仕事に就いてい
る人が多いことを反映していると考えられる。
男性の回答についても妻の就労形態別におおむね女性と同様の傾向を示しているが、妻
が派遣社員・パート等と専業主婦の男性の場合は、4人に1人が「特にない」と回答して
おり、女性よりもかなり多い結果となっている。子育てや、仕事と子育ての両立につい
て、その苦労や課題をまずは夫婦の間で十分共有することが必要といえる。

図表2-3-32 充実させてほしい保育サービス

子どもが病気の
時も利用できる

入所・入園時期
に融通がきく

利用時間の延長

給食

土日、祝日の
利用

特にない

〔男性（妻の職業別）〕

0 10 20 30 40 50 60
（%）

52.9

20.0

41.4

8.6

17.1

12.9

37.7

9.4

22.6

17.0

17.0

24.5

23.6

14.2

30.2

10.4

12.3

26.4

妻が正社員・公務員等
妻が派遣社員・パート等
妻が専業主婦

正社員・公務員等
派遣社員・パート等
専業主婦

子どもが病気の
時も利用できる

入所・入園時期
に融通がきく

利用時間の延長

給食

土日、祝日の
利用

特にない

0 20 40 60
（%）

〔女性（自分の職業別）〕

56.1

34.1

31.7

17.1

12.2

7.3

48.6

11.4

11.4

17.1

34.3

8.6

22.6

10.1

33.9

25.0

14.3

16.7

資料：明治安田生活福祉研究所「第7回結婚・出産に関する調査」
（注） 複数回答。第1子が0～6歳の母親を対象。
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近年、育児に積極的に参加する男性が増え
ており、「イクメン」という言葉が広く使わ
れるようになってきた。

しかしながら、仕事と育児をバリバリこな
す理想のお父さんを目指して家事や仕事を張
り切ったものの、その頑張りが妻に伝わら
ず、夫婦関係がかえって悪化してしまうケー
スや、中にはバーンアウトしてしまい産後う
つになってしまう男性もいるという。

こうした中で、埼玉県所沢市で産後の家
事・育児サポートを中心に活動を行うアイナ
ロハでは、「父親学級」の開催や「夫婦（め
おと）産後手帳」の発行などにより、男性の
育児参加の支援活動を行っている。

アイナロハが主催する「父親学級」は、医
療機関等を中心に開催されており、そこで
は、自治体等が主催する父親学級のように、
沐浴の練習や妊婦体験などの実習は行わず、
出産にともなう女性の生活環境や心とからだ
の変化、産前産後の夫婦の役割分担などにつ
いて講義を行っている。

そして、父親学級という名前ではあるが、
原則として夫婦で講義を受講して貰っている
とのこと。夫婦で育児、家事のシェアリング
について考えてもらうとともに、妻にも夫の
頑張りを理解してもらうためだ。

産後の妻の気持ちに寄り添って、夫婦で育
児をスタートさせるには、夫婦間のコミュニ
ケーションをしっかりとって、事前に家事・
育児のシェアリングをしっかり決めておくこ
とが重要だとアイナロハ代表の渡辺氏は言
う。

こうした夫婦間のコミュニケーションを支
援する取り組みとして、アイナロハは「夫婦
産後手帳」を発行している。

夫婦産後手帳では、産後8週間にわたっ
て、妻が毎日の体調と気持ちを記録する欄
と、これに対して夫と妻が交互にコメントを
書く欄が設けられており、妻の回復度合いや
思いを夫婦で共有できる仕組みになってい
る。

また、家事・育児の役割分担を行うための
チェックリストも設けられており、そこに
は、「産後、（無理なことは）誰に頼るかを決
めましょう」と記載されており、夫婦で行き
詰まった時には周りの助けを借りることも肯
定的に考えてもらいたいという。

出産を機に育児にイクメンに目覚めるお父
さん。ともすれば、子供だけに目が行きがち
になるが、そんな時こそ夫婦間の理解と話し
合いを大事にして欲しい。

夫婦産後手帳で広がる夫婦間のコミュニケーションコラム
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（2）若い父親の育児参加は広がりつつある
図表2-3-33は、夫の休日の家事・育児時間と第2子以降の出生の状況を見たものであ

る。これによると、夫の家事・育児時間が長くなるほど、第2子以降の生まれる割合が高
くなる傾向がある。

図表2-3-33 夫の休日の家事・育児時間別にみたこの8年間の第2子以降の出生の状況
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資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「第9回21世紀成年者縦断調査」
（注） 1.  集計対象は、①または②に該当し、かつ③に該当する同居夫婦である。ただし、妻の「出生前データ」が得られて

いない夫婦は除く。
①第1回調査から第9回調査まで双方が回答した夫婦
②第1回調査時に独身で第8回調査までの間に結婚し、結婚後第9回調査まで双方が回答した夫婦
③出生前調査時に、子ども1人以上ありの夫婦

2. 家事・育児時間は、「出生あり」は出生前調査時の、「出生なし」は第8回調査時の状況である。
3. 8年間で2人以上出生ありの場合は、末子について計上している。
4. 総数には、家事・育児時間不詳を含む。

男性の子育ての状況やその意識はどうなっているのだろうか。
父親の育児参加については、3割以上の男女が「母親と育児を分担して積極的に参加す
べき」と答え、「時間の許す範囲で育児に参加すればいい」という人を含めると8割以上
の男女が父親の育児参加に肯定的である（図表2-3-34）。特に20歳代の若者で積極的に
参加すべきと回答した者の割合が高くなっている。
次に、父親の育児参加状況を見てみると、「お風呂に入れる」が75％、「遊び相手をす
る」が74％と、父親の4人に3人はこれらの育児参加をした（している）と答えている
（図表2-3-35）。また、これらの項目以外のものも含め、いずれの項目も1999（平成11）
年から比較して増加傾向にある。父親の育児参加への積極的な意識が実際の参加状況にも
反映されているといえる。
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図表2-3-34 父親が育児に参加することに対する考え
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資料：一般社団法人中央調査社「父親の育児参加に関する世論調査（2011年8月）」

図表2-3-35 父親の育児参加状況
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資料：一般社団法人中央調査社「父親の育児参加に関する世論調査（2011年8月）」

さらに、子どものいる世帯の育児時間の推移を見てみると、夫（有業）の場合は20年
間で増加していることが分かる。また、有業の妻についても大きく増加している（図表
2-3-36）。
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図表2-3-36 子どものいる世帯の育児時間の推移
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資料：1991年及び1996年は内閣府「国民生活白書（平成17年版）」、2001年以降は総務省統計局「社会生活基本調査」
より厚生労働省政策統括官付政策評価官室作成。

（注） 1. 時間は一人1日当たりの平均行動時間で、ここでは、行動をしなかった人を含む週全体の総平均時間を利用。
2. 社会生活基本調査のデータ上、20歳代は25～29歳のデータを利用。
3.  有業者とは、ふだんの状態として、収入を目的とした仕事を続けている人。なお、家族従業者は、無給であっても

ふだん継続して仕事をしていれば有業者となる。
4. 「子どものいる世帯」とは夫婦と子どもからなる世帯を指す。
5. 各値は小数点以下第二位を四捨五入している。

1日に少しでも子育てを行った人の比率を占める「行動者率」について見ると、20年
間で増加しており、特に20歳代後半～30歳代において直近5年間に大きく上昇している
（図表2-3-37）。
他方、子育てを実際にした人の平均育児時間を見ると、20歳代後半では増加傾向にあ
るが、30歳代、40歳代ではほぼ横ばいとなっている（図表2-3-38）。
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図表2-3-37 夫（有業者）の育児行動者率の推移
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資料：1991年及び1996年は内閣府「国民生活白書（平成17年版）」、2001年以降は総務省統計局「社会生活基本調査」
より厚生労働省政策統括官付政策評価官室作成。

（注） 1. 行動者率は、以下の式により表される。
・行動者数÷各年齢層別の総人口×100

2. 1991年と1996年に関しては以下の算式により行動者数を推計し、それを基に行動者率を算出した。
・行動者数＝（総平均時間×年齢層別人口）÷行動者平均時間
なお、各値は小数点以下第二位を四捨五入している。

3. 社会生活基本調査のデータ上、20歳代は25～29歳のデータを利用。
4. 「子どものいる世帯」とは夫婦と子どもからなる世帯を指す。
5.  有業者とは、ふだんの状態として、収入を目的とした仕事を続けている人。なお、家族従業者は、無給であっても

ふだん継続して仕事をしていれば有業者となる。

図表2-3-38 夫（有業者）の育児行動者平均時間の推移
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資料：1991年及び1996年は内閣府「国民生活白書（平成17年版）」、2001年以降は総務省統計局「社会生活基本調査」
より厚生労働省政策統括官付政策評価官室作成。

（注） 1. 時間は一人1日当たりの平均行動時間数で、ここでは、育児をした人の週全体の行動者平均時間を利用。
2. 社会生活基本調査のデータ上、20歳代は25～29歳のデータを利用。
3.  有業者とは、ふだんの状態として、収入を目的とした仕事を続けている人。なお、家族従業者は、無給であっても

ふだん継続して仕事をしていれば有業者となる。
4. 「子どものいる世帯」とは夫婦と子どもからなる世帯を指す。
5. 各値は小数点以下第二位を四捨五入している。
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これらのことから、夫の育児時間の増加は、1人当たりの実際の育児時間が大きく増え
たというよりも、子育てに関わる人の割合が、1990年代後半以降、大きく増えたことに
よるものであり、若い父親が子育てに参加する機運が広がりつつある結果と考えられる。
20歳代の育児参加に対する積極的な姿勢にさらなる男性の育児参加の広がりを期待した
い。

古い「家」は崩壊するでしょう。古い「家」
が崩壊するかわりに新しいファミリーがあっ
て欲しいし、あるべきだと思っています。そ
の一つとしては、日本の家庭がある程度、欧
米流の家庭の関係をどこまで取り入れられる
かだと思います。それは、夫婦が会話をする
とか、親子が会話をするということではない
でしょうか。その会話のときに、意見が違っ
ても思い切って言って話を続けるということ
をやっていく。欧米の場合は、そう言いなが
ら、みんな神というものにつながっているの
です。我々はキリスト教の神をもっていない
わけですから、それをつないでいくものはいっ
たい何なのかということを、ずっと探ってい

かなければならないのではないでしょうか。
私は、これからの時代は、各人が自分で心

の中に探っていくより仕方がないし、それを
探っていく大事な相手が家族ではないかと
思っています。だからこういう言い方をした
のですが、家族とともに永遠に同伴してくれ
る存在、永遠の同伴者というのが心のなかに
みんなできるかどうか。日本の場合はそれを
象徴するものとして、たとえば仏壇があった
り神棚があったり、床柱があったり、そうい
うものでやってきたわけですが、それがその
まま心に生きる人は結構ですが、そうでない
人は自分で見出していかなければならないと
思います。

“新しい家族”の誕生（抜粋）コラム

出典：河合隼雄（1998）『“新しい家族”の誕生』「人口減少社会、未来への責任と選択－少子化をめぐる議論と人口問
題審議会報告書―」ぎょうせい

（3）妻は夫よりもママ友やインターネットが頼り
子育ての情報源と悩み事の相談相手について質問した調査結果によると、男性の場合、
最も頼りにした情報源、相談相手のどちらも「配偶者」が突出している。また、「子育て
の情報収集・悩み事の相談はしていない」との回答が20～40歳代全てでトップ3に入っ
ている。
一方、女性の子育ての情報源は「自分の親」「ママ友」「インターネット」が多く、40歳
代の3位でようやく「配偶者」が登場する。また、子育ての悩みの相談相手も20歳代、
30歳代では「自分の親」、40歳代では、親が高齢になることもあり、それに加えて「マ
マ友」が「配偶者」よりも上にきている。
（2）で見たように、父親が子育てに積極的に参加しているという傾向が見られる一方
で、子育ての情報や悩みについては、「妻が頼り」という父親と、「夫よりも自分の親やマ
マ友が頼り」という母親の姿が見えてくる＊12。

＊12	明治安田生活福祉研究所　第7回「結婚・出産に関する調査結果」結果概要（2013.3.18）
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図表2-3-39 子育てで最も頼りになった情報源、悩み後の相談相手

〔子育ての情報収集で最も頼りになった人・もの〕 （単位：%）
男性20代 男性30代 男性40代 女性20代 女性30代 女性40代

１位
配偶者 配偶者 配偶者 自分の親 自分の親 ママ友

45.8 49.0 38.5 37.5 25.7 27.3 

２位
自分の親 自分の親 子育ての情報収

集はしていない インターネット ママ友 自分の親

18.7 11.9 14.9 16.4 24.7 24.6 

3位
子育ての情報収
集はしていない

子育ての情報収
集はしていない 自分の親 ママ友 インターネット 配偶者

9.0 9.3 13.3 13.2 17.9 14.8 

〔子育ての悩み事相談で最も頼りになった人〕
男性20代 男性30代 男性40代 女性20代 女性30代 女性40代

１位
配偶者 配偶者 配偶者 自分の親 自分の親 ママ友

41.9 46.7 36.4 42.1 28.0 25.7 

２位
自分の親 子育ての悩み事

の相談はしない
子育ての悩み事
の相談はしない 配偶者 配偶者 自分の親

20.6 15.2 24.6 19.7 24.7 25.1 

3位
子育ての悩み事
の相談はしない 自分の親 自分の親 ママ友 ママ友 配偶者

16.1 12.6 11.8 10.5 16.6 23.0 

資料：明治安田生活福祉研究所「第7回結婚・出産に関する調査」

「待機児童ゼロを達成」今年5月、横浜市
の保育所の待機児童数ゼロのニュースが各紙
面で大きく取り上げられた。

待機児童数が全国ワースト1位だった
2010（平成22）年4月から3年。待機児童
解消という大きな目標を掲げ、関係者が一丸
となって取り組んできた成果がようやく実を
結んだ。

働きたくても働けない。
女性の社会進出が進み、その働き方が多様

化する中で、子どもの預け先がなく、育児休
暇を延長したり、やむなく退職したり、と
いったケースも少なくない。

待機児童を減らしていくためには、保護者
のニーズに合った保育所を整備し、受け入れ
先を確保することが不可欠。そのためには何
をすべきか。横浜市の取り組みが始まった。

まずは、保育所の数を増やすこと。地図を
片手に職員が設置可能な場所を探し、土地所
有者と交渉したり、運営事業者と調整を行っ
たりと、直接、現場に足を運ぶ。企業にも補
助を行って参入しやすい環境を整えるなど、
受け入れ先の確保に力を注いだ。

保育所の数を増やせば、当然、そこで働く
保育士の確保も必要となる。近隣の県にも出
向き、就職担当者を訪問し、保育士の確保に
力を入れ始めた。

しかし、それだけで、本当に保護者の要
望、ニーズに応えられるのか。

希望する認可保育所に入れなかった人たち
の声にも耳を傾け、様々なニーズを拾い上げ
ること。保護者の心に寄り添ったフォローも
必要だと気づく。横浜市は市内全区に、保育
サービスに関する専門の相談員である「保育

待機児童ゼロに向けて　～横浜市の取組み～コラム
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コンシェルジュ」を配置した。保護者の話を
聞きながら、それぞれのニーズに合ったサー
ビスを紹介し、預け先の相談を受ける保育コ
ンシェルジュ。保育コンシェルジュの採用に
当たっては、「子育て中の方を応援したい」
という意欲を重視したという。また、2010
年度からの3年間、各区に配置されていた待
機児童対策専任の係長の下、情報を共有し、
密に連携して戦略的に業務に当たったことも
コンシェルジュの活躍を後押しした。

一方、ニーズに合った様々な保育サービス
を紹介するためには、認可保育所以外にも多
くの選択肢を用意しなければならない。

幼稚園での預かり保育もそんな選択肢の一
つ。横浜市が認定した幼稚園に在園してい

て、一定の要件を満たせば、正規の幼稚園の
教育時間の前後も含めて、11時間保育が受
けられる。就労要件については、認可保育所
よりも若干緩やかな基準となっており、パー
トタイムで週に数日の勤務、短時間の就労と
いった保護者の多様な働き方に合わせた利用
ができる。

預かり保育を実施している「やよい台幼稚
園」（泉区）では、最大18時半まで預かり保
育を実施している。幼稚園の時間が終わった
教室の一室で、預かり保育の子どもがおまま
ごとをしながら、お迎えの時間を待っていた。

いつもの場所でいつもの先生と過ごすとい
うスタイルは、子どもにも、そして保護者に
も安心感を与える。

待機児童ゼロまでの道のりは、決して平坦
ではなかった。でも、本当のスタートはこれ
から。子ども・子育て関連3法の施行に向け

て、様々な準備を進めながらも、横浜市の全
力を挙げての挑戦は、まだまだ続いていく。

	7	 まとめ
若者は、理想としては子どもを2～3人持ちたいと考えている者が多く、20歳代に第1
子を産みたいと考えている者が多い。しかしながら、現実は、子育ての経済的な負担か
ら、妊娠・出産等の希望を実現できない状況が見て取れる。子育て世代の収入は減少傾向
にあり、理想の子ども数の実現を後押しするためには、子育て世代の収入増加も必要であ
る。
また、平均出産時年齢は30.3歳で上昇傾向にあり、このことも妊娠・出産の希望の実
現に影響を与えていると考えられる。
希望する妊娠・出産を実現するために、加齢に伴う出産リスクを正しく理解した上で、
いつ頃結婚するか、何歳くらいに子どもを持ちたいか、どのように仕事と子育ての両立を
図るか、といった人生設計を早め早めに考えておくことが大切である。同時に、企業側
も、出産や子育てについての理解を深めるだけではなく、希望する出産が遅れることのな
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いよう様々な工夫を行い、実行することが求められる。
さらに、子どもを持ちながら仕事も続けるライフコースを志向する傾向が強くなってい
ることを考えると、男性のさらなる家事、育児への参加や、子育てに関する夫婦間の日頃
のコミュニケーション、さらには保育サービスの質的・量的充実が必要である。
夫婦の子どもの産み方には、日本人の生き方における課題が多くみられる。妊娠・出
産・子育ての希望が実現できる社会に向けて、社会全体で考え、その担い手となる世代を
支えていかなくてはならない。
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